
平成平成3030年年1111月月0606⽇ ⽇本⻭科コンピュータ協会総会⽇ ⽇本⻭科コンピュータ協会総会

厚⽣労働省医政局⻭科保健課厚⽣労働省医政局⻭科保健課

⻭科医師臨床研修専⾨官⻭科医師臨床研修専⾨官

山口山口 聖士聖士

 そもそもの端緒は……

平成23年の東⽇本⼤震災において、身元確認における
⻭科情報の有⽤性がおおいに示された。

厚⽣労働省では、ຓఐੲਾ峘ఏ૆৲ を目標に平成25年度から
予算事業を⾏っている（詳細は後述）。
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指掌紋
本⼈資料 血液検体

岩手県

4,377 130
4,672 4,613 59 46 13 47 3（ 94.9%） （ 2.8% ）

（ 98.7% ） （ 1.3% ） （ 1.0% ） （ 0.3% ） （ 1.0% ）

うちDNA型親子鑑定併用 995 （140）

宮城県

8,214 918
9,539 9,523 16 85 17 289 24（ 86.3%） （ 9.6% ）

（ 99.8% ） （ 0.2% ） （ 0.9% ） （ 0.2% ） （ 3.0% ）

うちDNA型親子鑑定併用 1,394 （434）

福島県

1,364 199
1,613 1,613 0 7 5 37 0（ 84.6%） （ 12.4% ）

（ 100.0% ） （ 0.0% ） （ 0.4% ） （ 0.3% ） （ 2.3% ）

うちDNA型親子鑑定併用 414 （10）

合計

13,955 1,248
15,824 15,749 75 138 35 373 27（ 88.6%） （ 7.9% ）

（ 99.5% ） （ 0.5% ） （ 0.9% ） （ 0.2% ） （ 2.4% ）

うちDNA型親子鑑定併用
2,803

（17.8%）
（584）
（3.7%）

※ DNA型親子鑑定併用欄の括弧内の数値は、DNA型確率計算ソフト（DNAビュー）を活用した件数（内数）

◎主たる身元確認の方法（平成23年3月11⽇〜平成28年2月29日）

平成28年3月8日
警察庁資料より

 そもそもの端緒は……

平成23年の東⽇本⼤震災において、⾝元確認における⻭科情報の有⽤性がおおいに
示された。

⼀⽅で、⻭科医療機関の保有する⻭科情報の保存形
式が統一されておらず、⼤規模災害時の多数の⾝元不
明遺体の照合において膨⼤な時間と⼈⼿と労⼒を要し
た。

⾝元確認作業における効率化・迅速化を図ることを⽬的
として、⻭科診療情報の標準化の必要性が提唱された。

厚⽣労働省では、ຓఐੲਾ峘ఏ૆৲ を目標に平成25年度から予算事業を⾏っている
（詳細は後述）。



 平成25〜28年度

「ຓఐ൧௜ੲਾ峘ఏ૆৲ 峕ঢ়峃峵ৰ઒হ঵」

 平成29〜30年度

「ຓఐੲਾ峘ਹણ৷఺峝ఏ૆৲ ൤఺হ঵岤
◎平成30年度予算額︓9,097千円

①口腔状態標準データセットを元に「口腔診査情報標準コー
ド仕様」の策定を⾏った。

②ベンダー各社に「口腔診査情報標準コード仕様」を提供し、
レセプトコンピュータ用プログラム開発を⾏い、実装に向けた
課題等を明らかにした。

※口腔診査情報標準コード仕様

統一化されていない⻭科診療情報の表⽰形式を統⼀化し、レセプトコ
ンピュータから出⼒するための標準規約。
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・「⻭科診療情報の標準化に関する実証事業」の後継事業で
平成29年度より実施している。

【目的】
①モデル地区における「口腔診査情報標準コード仕様」に準拠
した電子カルテ等を配備しモニタリング等を実施。さらに、このモ
デル事業を通じて抽出された「口腔診査情報標準コード仕様」
の問題点については修正・改良を⾏う。

②「口腔診査情報標準コード仕様」の医療分野における標準
規格取得。

③⻭科医療機関における⾝元確認作業の効率化・迅速化を
⾏うための体制を整備すること及び国⺠や医療従事者にとって
⻭科情報の有益な利活⽤⽅法の検討。

④具体的な⻭科情報利活⽤⽅法の提⽰と国⺠や医療従事
者の理解の獲得。
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厚生労働省
標準規格取得

今後の展望と課題

① 口腔診査情報標準コード仕様の厚生労働省標準規格取得
② 口腔診査情報標準コード仕様の全国展開
・国民や歯科医療従事者への周知・理解
③ 外部機関への歯科診療情報の保存
・歯科診療情報管理者が災害等により行方不明もしくは死亡した際
の対応（歯科診療情報の所有権）
・大規模災害時に備え、一定の機関（国、地方公共団体）等が歯科
情報を保存し、身元検索に使用できる仕組みの構築
④ 個人情報の取り扱いにおける法的整備の必要性
・歯科情報を外部保存する際等で個人情報保護法に抵触する可能性

３

個 人
情 報

口腔診査情報標準コード仕様
歯科情報の表示形式を統一化

レセコンから出力するための標準規約

法的整備

４

１

歯科情報を統一化するための
ソフトの開発（各ベンダー）

法的整備が
必要と考えられる部分

厚生労働省標準規格
厚生労働省において実施する医療情
報システムに関する各種施策や補助事
業等において実装を推奨する規格
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レセコンシステムに搭載

警察からの照会

歯科所見

有識者（⻭科医学、医学、医療情報、
情報技術等の専門家等）による会議体
国⺠にとって必要な情報の選別
医療従事者（他職種）にとって必要な
情報の創出
保健医療における⻭科の役割を検討
保健医療分野における医療情報利活⽤
推進施策との整合性を図る
利活⽤に際した課題の検討

⻭科診療情報の標準化に関する検討会の後継会議体、庶務は医政局⻭科保健課が担当

事業受託者が設置する、有識者（⻭科医学、
医療情報、情報技術等の専⾨家、法律家、
厚⽣労働省等）による会議体
⾝元確認作業の効率化・迅速化
⻭科医療機関の⻭科情報及び警察等が所有
する⾝元不明者の⻭科情報の標準化、⾝元
検索アプリケーションの開発等
「口腔診査情報標準コード仕様」の完成
及び医療分野における標準規格取得
事業の実施・管理・運営

⻭科情報の利活⽤に関するWG

⻭科情報の標準化普及事業WG

⻭科情報の利活⽤及び標準化普及に関する検討会

「口腔診査情報標準コード仕様」
に準拠した電子カルテ等の配備
及びモニタリング

モデル地区

事業受託者

結果分析

事業内容検討

事業実施

下部WG 検討結果報告
事業報告

いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむ
ね30分以内に必要なサービスが提
供される日常生活圏域（具体的に
は中学校区）を単位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護） 等

・自宅
・サービス付き高齢者向け
住宅 等相談業務やサービスの

コーディネートを行いま
す。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介
護

等

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療
介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

 団塊の世代が75歳以上となる2025年を⽬途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分
らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、ୢ௜嵣ஂ ૧嵣੒ଆ嵣ક峨岮嵣েણ੍ର岶ෆฐ৓峕
確保される体制（地域包括ケアシステム）の構築を実現。

 今後、認知症⾼齢者の増加が⾒込まれることから、認知症⾼齢者の地域での⽣活を⽀えるためにも、地
域包括ケアシステムの構築が重要。

 人口が横ばいで75歳以上人口が急増する大都市部、75歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少
する町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。

 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地

域の特性に応じて作り上げていくことが必要。

平成29年推計値
（日本の将来推計人口）

実績値
（国勢調査等）

○ ⽇本の⼈⼝は近年、横ばいであり⼈⼝減少局⾯を迎えている。
2065年には総⼈⼝が9,000万人を割り込み、⾼齢化率は38％の水準になると推計されている。

人口（万人）

⽣産年齢
人口割合
51.4%

⾼齢化率
38.4%

合計特殊
出⽣率
1.44

生産年齢人口（15～64歳）割合

高齢化率（65歳以上人口割合）
合計特殊出生率

15～64歳人口

14歳以下人口

65歳以上人口

60.8%

26.6%

1.45
（2015）

12,710万人

11,913

3,716

6,875

1,321

8,808

3,381

4,529

898

（出典） 総務省「国勢調査」、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝（平成29年1⽉推計）︓出⽣中位・死亡中位推計」
（各年10月1日現在人口） 厚⽣労働省「⼈⼝動態統計」 

高齢化のピーク
（65歳以上人口が最大）

⾼齢化率
30.0%

⻄暦（年）



■死亡場所別、死亡者数の年次推移と将来推計

出典）厚生労働省 平成27年度第1回都道府県介護予防

担当者・アドバイザー合同会議 資料

■終末期の療養場所に関する希望

出典）厚生労働省 平成２０年「終末期医療に関する調査」

出典）厚生労働省 「終末期医療に関する調査」（各年）

■自宅で最期まで療養することが困難な理由（複数回答）

「ୢ௜ੑ઺峕峎岮峐（平成29年3月31日付け医政発0331第57号 厚⽣労働省医政局⻑通知）」

３ ５疾病・５事業及び在宅医療のそれぞれに係る医療連携体制

(8) ⻭科医療機関（病院⻭科、⻭科診療所）の役割

地域包括ケアシステム（医療介護総合確保法第２条第１項に規定する地域包

括ケアシステムをいう。）の構築を進める上で、⻭科医療機関は地域の医療機関

等との連携体制を構築することが重要である。特に、近年は、⼝腔ケアが誤嚥性

肺炎の発症予防につながるなど、口腔と全身との関係について広く指摘されている

ことから、各医療連携体制の構築に当たって、⻭科医療が果たす役割を明⽰する

とともに、入院患者や在宅等で療養を⾏う患者に対して、医科⻭科連携等を更に

推進することが必要となる。
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1980年代 2025年以降

⻭科⼤学附属病院
病院⻭科等

う 蝕

修復治療

総義⻭

従来の治療と需要量

ブリッジ

クラウン

部分床義⻭

抜 ⻭

抜 髄

今後の治療と需要量

抜 髄

う蝕・⻭周病なし
う蝕・⻭周病なし

部分床義⻭

ブリッジ

総義⻭

抜 ⻭

クラウン

修復治療

⻭周病

⻭周治療

⻭周病

⻭周治療

う 蝕

予防、
口腔機能の
維持・向上

重症化予防、
⼝腔機能回復

介護保険施設

⻭科⼤学附属病院、
⻭科病院、病院⻭科 地域包括支援センター

【地域完結型⻭科保健医療の提供へ】

地域住⺠

⻭科医師
(かかりつけ⻭科医）

機能分化、役割分担

病院(医科)、医科診療所

⻭科診療所

人
口
動
態
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科
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要

少子高齢化の進展等

⻭科医療機関

予防の推進

役割分担

【⻭科医療機関完結型⻭科保健医療の提供】

高齢化の進展に伴う影響

義⻭等

クラウン/ブリッジ

う蝕

う蝕減少・軽症化に伴う影響

嵣ຓఐ৳ ௏ୢ௜峘೽ਏ峙岝যઠ৿ଙ峮ຓఐ੘௜峘೽ਏ峘૗৲ ಉ峕ంక岿島岝০৏峙岝ઠᒷਃચ峘೐੅嵣਱঱峮৚୮岝ႈ೩ಉ峘੒ଆ岝੎ඪ৲ ੒ଆに対する需要が増加
する。
嵣岽岰峁峉೽ਏ峘૗৲ 峕ৌૢ峃峵峉峫岝૚৉ୠ峕岴岮峐ຓఐୢ௜ਃঢ়峘૽સ峘৥ં嵣ী૿峼௕峵峒峒峬峕岝౎૙ர峮౎ী৙峒峘৴௚৬਑峘ଡണなどが求められる。また、
岜ຓఐୢ௜జহ঻峙岝岽岰峁峉૗৲ 峼ੳ௙峁岝ຓఐ৳ ௏ୢ௜峼઀୹峁峐岮岹岽峒岶૑ਏ峒岿島峵岞

医科⻭科連携

口腔保健センター

疾患等による

全身状態

加齢に伴う

口腔内変化   

⽇常⽣活⾃⽴度

「⻭科保健医療ビジョン」より



 地域包括ケアシステムにおける多職種連携に資する⻭科情報。

関係職種（医師、看護師、薬剤師、⻭科衛⽣⼠、⻭科技⼯⼠、
保健師、理学療法⼠、作業療法⼠、⾔語聴覚⼠、管理栄
養士、介護福祉士、ケアマネージャーなど）間の⻭科情報の
共有。

 ⻭科検診等への口腔診査情報標準コード仕様の対応。

 患者自身の⻭科情報の把握。

患者にもわかりやすい⻭科情報の提供。

 ポピュレーションレベルでの疫学データの構築。

⻭科情報と医科情報との相関など。（信憑性の⾼い知⾒の獲
得）。

①平成25〜28年度に、⻭科情報による⾝元確認の迅
速化・効率化に向けて「⻭科診療情報の標準化に関する
実証事業」を実施。

→「口腔診査情報標準コード仕様」の策定。

②平成29年度より「⻭科情報の利活⽤及び標準化普及
事業」を実施。

→「口腔診査情報標準コード仕様」を用いたモデル事業を
実施し、その実用性について検証。

③今後、⻭科情報の地域包括ケアシステム等への応用に
向けて個人情報の取り扱いや国⺠と⻭科医療従事者に
対する理解についての検討が必要。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000205867.html


